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はじめに

 S＋３Eを前提に、再エネの大量導入に対応し、レジリエンスを強化し、さらには、

デジタル技術を活用した新たなサービスをご提供していく上で、一般送配電事業者

の果たす役割は大きいと認識しております。

 本日は、その中で、一般送配電事業者の至近の需給対応や需給調整市場での

調整力調達状況と、将来の再エネ大量導入等を踏まえ、今後の制度設計等に

おいて考慮いただきたい事項について、ご説明します。
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１．需給運用・調整力調達の概要

２．現状の需給運用を踏まえた検討事項

２－１．2020年度冬季の需給運用

２－２．需給調整市場からの調整力調達

３．再エネ大量導入時の需給運用を踏まえた検討事項

本日のご説明内容
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 一般送配電事業者は、電力供給エリアの周波数制御・需給バランス調整を行うため、

調整力を公募により調達しています。（2023年度で終了予定）

 一般送配電事業者９社は、2021年4月に「需給調整市場」を開設し、現在は公募に

加え、再エネ予測誤差対応の三次調整力②を、需給調整市場から広域調達しています。

 2024年度からは、一次～三次②までの全ての調整力を、需給調整市場を通じて調達

する予定です。

１．需給運用・調整力調達の概要②

送配電網協議会HP 需給調整市場の概要・商品要件 より抜粋

公募による調整力調達 需給調整市場からの調整力の広域調達
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 軽負荷期は補修点検もあるため、火力並列台数が少なく、確保できる調整力が減少します。

 今後は再エネ大量導入により調整力必要量の増加が想定されるため、電源補修を軽負荷期

以外でも実施※するなど、軽負荷期においても必要な調整力を確保することが重要となります。

（例）太陽光の増加によりピーク需要（太陽光除き）が低下している夏季における補修実施など。

PV連系量：増加

軽負荷期の調整力
必要量：増加

必要な調整力の確保が難しくなる可能性

残余需要※：減少

火力並列台数：減少
＝調整力：減少

※太陽光発電以外の電源等にて供給する需要

３．再エネ大量導入時の需給運用を踏まえた検討事項

（参考）軽負荷期の調整力確保
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再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会
電力ネットワークの次世代化に向けた中間取りまとめ（2021年9月） 抜粋

 既存系統を有効利用し早期の再エネ連系を進めるため、「日本版コネクト＆マネージ」の取組

として、2021年1月よりノンファーム型接続の基幹系統への全国展開を開始するとともに、

先着優先の考え方からメリットオーダーへの早期の転換方策として、2022年中に調整力を

活用した再給電による混雑管理を開始する予定です。

 今後も、再エネの連系増加に向けて、ローカル系統へのノンファーム型接続の適用など、既存

系統の更なる有効利用に積極的に取り組んで参ります。

 なお、将来再エネ大量導入により混雑系統が増加してくると、混雑処理のための上げ調整力

の確保について検討が必要となることも考えられます。

３．再エネ大量導入時の需給運用を踏まえた検討事項

（参考）再エネ大量導入を踏まえた既存系統の有効利用
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 再エネの大量導入に向けて、以下の事項について、ご検討いただきたい。

 電源等の補修停止を考慮した年間の供給力評価

 再エネの大量導入を踏まえ、重負荷期（夏季・冬季）や、端境期の特性に応じた

揚水供給力の評価方法や電源等の補修時期の調整方法等についてご検討いただきたい。

 脱炭素電源等の調整力活用

 脱炭素電源等の調整力としての活用について、機能面および運用面で問題がないか確認

を進めていただきたい。

３．再エネ大量導入時の需給運用を踏まえた検討事項

再エネ大量導入、脱炭素化に係る検討事項（まとめ）
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最後に

 2050年カーボンニュートラル（CN)の実現にむけて、安定供給を確保しつつ再エネの

最大限の導入を進めるためには、再エネ導入量や電力ネットワーク全体の需給や

電源構成等の状況に応じた、適正な供給力、調整力と慣性力・同期化力を確実に

維持・調達し、運用していくことが重要となります。

 それらを実現するための制度・仕組みの導入にむけて、本勉強会での検討に積極的に

参加して参ります。

 また、分散型エネルギーリソース(DER)を活用した需給調整技術の高度化や、レジリ

エンス強化、電力データや次世代スマートメータ等を活用した効率的な設備形成と

サービス向上に取り組んでまいります。

 私共一般送配電事業者は、安定供給と再エネ大量導入を両立するための基盤となる

電力ネットワークの次世代化を積極的に推進し、2050年カーボンニュートラルの実現

に貢献してまいります。
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